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第 1章 日本の少子高齢化による地域経済成長への影響 
   
 







その進行スピードが非常に速い。2012 年に総人口における 65 歳以上の高齢人口の比率（高
齢化率）は 24%を超えており，今までどの国も経験していない世界一の高い水準になって
いる。一方，15~64 歳の生産人口（労働年齢人口）の同比率は，1990 年のピークの 69.5％
から 2010 年の 63.3%へと低下しつつある。 
地域総人口における生産人口の割合や生産人口の伸び率について，都道府県間の地域格
差が存在している。本章では，1980 年以降の日本の地域別人口規模と年齢構造の変動を考









































（「Demographic dividend」または「Demographic bonus」）と呼ばれており，1965~1990 年の
東アジアの経済成長の三分の一を説明できると推定されている（ Bloom and 
Williamson ,1998；Bloom, Canning, and Malaney, 2000）. 
Bloom and Williamson (1998)の研究が公表された以降，経済成長に対する人口年齢構造の
影響に関する研究の増加とともに，“人口ボーナス”という言葉が頻繁に用いられるように
なっている（Bloom, Canning, and Sevilla, 2003; World Bank, 2003）。ただし，近年の研究では，
経済成長に対する“人口ボーナス”の貢献よりも，少子高齢化に伴い“人口ボーナス”が徐々
になくなっているという新しい人口構造の変化による経済成長へのマイナスの影響が，注




















1920 年に，日本は初めて人口センサスを実施した。1920 年～2005 年の長い間に，1940
年代の戦争中を除ければ，日本の人口規模が拡大し続けていた。しかし，1940 年代後半（終
戦後）から 1970 年代後期までの人口急増を経って，1980 年代以降，日本の人口増加スピ
ードが減速し始めた。2005 年に，日本の総人口も戦後始めて减少した。その後，小幅な増




日本人女性の特殊合計出生率（TFR）は，1940 年代後半に 4 人以上であったが，1975 年以









图 2 日本の出生率，死亡率，人口自然増加率，と特殊合計出生率(TFR)の変化 
 











でいる。1970 年に，日本総人口における 65 歳以上人口の比率が初めて 7%（高齢化の国際
基準ライン）を超えたが，まだほとんどの欧米先進国より低かった。しかし，その後，日
本のこの比率が上昇しつつあり，2010 年には 22.84%になり（2012 年以降はさらに 24%台
に），世界一の人口高齢化国家に「躍進」した（表 1）。それと同時に，14 歳以下の年少人
口の比率が 1950 年以前の 30%以上から 2010 年の 13.12%に下落した。一方，総人口におけ
る 15～64 歳の労働年齢人口（生産人口）の割合は，戦後から 1990 年までの間に上昇し続
けていたが，1990 年以降は下落し始めた。2010 年に，15～64 歳の割合は，ピークの 69.5%





























0～14歳 15～64歳 65歳以上 総　数 年少人口 老年人口
1920 36.48 58.26 5.26 26.7 22.2 71.6 62.6 9.0 55,963
1925 36.70 58.24 5.06 26.5 22.0 71.7 63.0 8.7 59,737
1930 36.59 58.66 4.75 26.3 21.8 70.5 62.4 8.1 64,450
1935 36.89 58.46 4.66 26.3 22.0 71.1 63.1 8.0 69,254
1940 36.08 59.19 4.73 26.6 22.1 69.0 61.0 8.0 73,114
1947 35.30 59.90 4.79 26.7 22.3 66.9 58.9 8.0 78,101
1950 35.41 59.64 4.94 26.6 22.2 67.7 59.4 8.3 83,200
1955 33.44 61.24 5.29 27.6 23.6 63.3 54.6 8.7 89,276
1960 30.15 64.12 5.72 29.0 25.6 55.9 47.0 8.9 93,419
1965 25.73 67.98 6.29 30.3 27.4 47.1 37.9 9.2 98,275
1970 24.03 68.90 7.06 31.5 29.0 45.1 34.9 10.3 103,720
1975 24.32 67.72 7.92 32.5 30.6 47.6 35.9 11.7 111,940
1980 23.50 67.35 9.10 33.9 32.5 48.4 34.9 13.5 117,060
1985 21.51 68.16 10.30 35.7 35.2 46.7 31.6 15.1 121,049
1990 18.19 69.50 12.05 37.6 37.7 43.5 26.2 17.3 123,611
1995 15.94 69.42 14.54 39.6 39.7 43.9 23.0 20.9 125,570
2000 14.55 67.93 17.34 41.4 41.5 46.9 21.4 25.5 126,926
2005 13.71 65.82 20.09 43.3 43.3 51.3 20.8 30.5 127,768












図 3 日本における三大都市圏への人口純転入規模の推移: 1954-2010 
 
出所：Statistics Bureau of Japan (2011), Summary of the Results of Internal Migration in 2010 
（http://www.stat.go.jp/english/data/idou/2010np/index.htm） 
注：図 3 における大阪都市圏は，大阪府，京都府，兵庫県，奈良県から構成され，





















表 2 日本の都道府県総人口の推移 （単位：千人，%） 
 
出所：総務省統計局「各年 10 月１日現在の国勢調査人口」より作成。 
注：東京圏（首都圏）：埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県の 1 都 3 県；名古屋圏：岐
阜県・愛知県・三重県の 3 県；大阪圏（近畿圏）：滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・
奈良県・和歌山県の 2 府 4 県。  
都道府県
（千人） （％） （千人） （％） （千人） （％）
全      国 83,200 100 117,060 100 128,057 100
　北海道 4,296 5.16 5,576 4.76 5,506 4.30
　青　森 1,283 1.54 1,524 1.30 1,373 1.07
　岩　手 1,347 1.62 1,422 1.21 1,330 1.04
　宮　城 1,663 2.00 2,082 1.78 2,348 1.83
　秋　田 1,309 1.57 1,257 1.07 1,086 0.85
　山　形 1,357 1.63 1,252 1.07 1,169 0.91
　福　島 2,062 2.48 2,035 1.74 2,029 1.58
　茨　城 2,039 2.45 2,558 2.19 2,970 2.32
　栃　木 1,550 1.86 1,792 1.53 2,008 1.57
　群　馬 1,601 1.92 1,849 1.58 2,008 1.57
　埼　玉 2,146 2.58 5,420 4.63 7,195 5.62
　千　葉 2,139 2.57 4,735 4.04 6,216 4.85
　東　京 6,278 7.55 11,618 9.92 13,159 10.28
　神奈川 2,488 2.99 6,924 5.91 9,048 7.07
　新　潟 2,461 2.96 2,451 2.09 2,374 1.85
　富　山 1,009 1.21 1,103 0.94 1,093 0.85
　石　川 957 1.15 1,119 0.96 1,170 0.91
　福　井 752 0.90 794 0.68 806 0.63
　山　梨 811 0.97 804 0.69 863 0.67
　長　野 2,061 2.48 2,084 1.78 2,152 1.68
　岐　阜 1,545 1.86 1,960 1.67 2,081 1.63
　静　岡 2,471 2.97 3,447 2.94 3,765 2.94
　愛　知 3,391 4.08 6,222 5.32 7,411 5.79
　三　重 1,461 1.76 1,687 1.44 1,855 1.45
　滋　賀 861 1.03 1,080 0.92 1,411 1.10
　京　都 1,833 2.20 2,527 2.16 2,636 2.06
　大　阪 3,857 4.64 8,473 7.24 8,865 6.92
　兵　庫 3,310 3.98 5,145 4.40 5,588 4.36
　奈　良 764 0.92 1,209 1.03 1,401 1.09
　和歌山 982 1.18 1,087 0.93 1,002 0.78
　鳥　取 600 0.72 604 0.52 589 0.46
　島　根 913 1.10 785 0.67 717 0.56
　岡　山 1,661 2.00 1,871 1.60 1,945 1.52
　広　島 2,082 2.50 2,739 2.34 2,861 2.23
　山　口 1,541 1.85 1,587 1.36 1,451 1.13
　徳　島 879 1.06 825 0.70 785 0.61
　香　川 946 1.14 1,000 0.85 996 0.78
　愛　媛 1,522 1.83 1,507 1.29 1,431 1.12
　高　知 874 1.05 831 0.71 764 0.60
　福　岡 3,530 4.24 4,553 3.89 5,072 3.96
　佐　賀 945 1.14 866 0.74 850 0.66
　長　崎 1,645 1.98 1,591 1.36 1,427 1.11
　熊　本 1,828 2.20 1,790 1.53 1,817 1.42
　大　分 1,253 1.51 1,229 1.05 1,197 0.93
　宮　崎 1,091 1.31 1,152 0.98 1,135 0.89
　鹿児島 1,804 2.17 1,785 1.52 1,706 1.33
　沖　縄 (915) -1.10 1,107 0.95 1,393 1.09
東京圏 13,051 15.69 28,697 24.51 35,618 27.81
名古屋圏 6,397 7.69 9,869 8.43 11,347 8.86
大阪圏 11,607 13.95 19,521 16.68 20,903 16.32













影響を与えている。表 4 は，2010 年の日本の都道府県別人口の年齢構造に関する主要
指標を示しているが，同表から，日本の地域別労働年齢人口（生産人口）の割合につい
て次の特徴が分かる。 

















平均増加率が 1950-80 年の 1.56％から 0.09%へと大きく下落した。地方圏から三大















 表 4 都道府県別人口の年齢構造に関する主要指標：2010 年  
 






０～14歳 15～64歳 65歳以上高齢化順位年少人口 老年人口 総　数 指数順位 （歳） 順位
　北海道 11.9 63.2 24.7 24 18.9 39.0 57.9 34 46.5 19
　青　森 12.5 61.4 25.7 17 20.4 41.8 62.2 24 47.0 10
　岩　手 12.7 59.8 27.1 6 21.2 45.3 66.5 9 47.4 7
　宮　城 13.1 63.9 22.2 37 20.5 34.7 55.2 41 44.6 38
　秋　田 11.4 58.9 29.5 1 19.4 50.1 69.5 2 49.3 1
　山　形 12.8 59.4 27.5 5 21.6 46.4 67.9 5 47.6 5
　福　島 13.6 60.9 24.9 21 22.3 40.8 63.1 23 46.1 22
　茨　城 13.5 63.7 22.4 36 21.1 35.2 56.3 36 44.9 34
　栃　木 13.4 63.8 21.8 40 21.1 34.2 55.3 40 44.8 36
　群　馬 13.7 62.3 23.4 33 22.0 37.6 59.6 31 45.3 30
　埼　玉 13.3 66.0 20.4 43 20.1 30.8 50.9 45 43.6 43
　千　葉 12.9 64.5 21.2 41 19.9 32.9 52.9 44 44.3 40
　東　京 11.2 67.3 20.1 44 16.7 29.9 46.5 47 43.8 42
　神奈川 13.1 66.2 20.1 45 19.8 30.4 50.2 46 43.4 44
　新　潟 12.7 60.7 26.2 13 20.9 43.1 64.0 21 47.0 11
　富　山 13.0 60.6 26.1 14 21.4 43.1 64.5 18 46.9 12
　石　川 13.6 62.1 23.5 32 21.9 37.9 59.9 30 45.3 31
　福　井 13.9 60.2 24.9 22 23.1 41.4 64.5 19 46.0 23
　山　梨 13.4 61.6 24.5 25 21.7 39.8 61.5 25 45.8 24
　長　野 13.7 59.5 26.4 10 23.1 44.4 67.5 6 46.6 18
　岐　阜 13.9 61.7 24.0 28 22.6 38.9 61.5 26 45.3 32
　静　岡 13.6 62.1 23.7 30 21.9 38.1 60.0 29 45.4 27
　愛　知 14.4 64.7 20.1 46 22.2 31.1 53.4 43 42.9 46
　三　重 13.7 61.6 24.1 27 22.2 39.1 61.3 27 45.4 28
　滋　賀 14.9 63.6 20.5 42 23.5 32.2 55.7 38 43.1 45
　京　都 12.7 62.7 23.0 34 20.2 36.6 56.8 35 44.8 37
　大　阪 13.1 63.7 22.1 38 20.6 34.8 55.4 39 44.3 41
　兵　庫 13.6 62.9 22.9 35 21.6 36.5 58.1 33 44.9 35
　奈　良 13.1 62.5 23.8 29 21.0 38.1 59.2 32 45.4 29
　和歌山 12.8 59.3 27.0 7 21.5 45.6 67.1 8 47.3 8
　鳥　取 13.2 59.8 26.1 15 22.1 43.6 65.8 12 46.9 13
　島　根 12.9 57.7 28.9 2 22.3 50.1 72.3 1 48.4 2
　岡　山 13.6 60.6 24.9 23 22.5 41.1 63.6 22 45.7 25
　広　島 13.5 61.7 23.7 31 21.9 38.3 60.3 28 45.3 33
　山　口 12.7 59.1 27.9 4 21.5 47.2 68.6 4 47.7 4
　徳　島 12.3 60.1 26.7 8 20.5 44.5 65.0 16 47.6 6
　香　川 13.2 59.8 25.4 20 22.1 42.5 64.6 17 46.7 17
　愛　媛 12.9 60.0 26.4 11 21.6 44.1 65.6 13 47.1 9
　高　知 12.1 58.5 28.5 3 20.7 48.7 69.5 3 48.4 3
　福　岡 13.5 63.6 22.1 39 21.2 34.8 56.0 37 44.5 39
　佐　賀 14.5 60.6 24.5 26 24.0 40.4 64.4 20 45.6 26
　長　崎 13.6 60.1 25.9 16 22.6 43.1 65.6 14 46.8 15
　熊　本 13.7 60.2 25.5 19 22.8 42.4 65.2 15 46.2 21
　大　分 13.0 59.9 26.5 9 21.7 44.2 65.9 11 46.9 14
　宮　崎 14.0 60.0 25.7 18 23.3 42.8 66.1 10 46.5 20
　鹿児島 13.7 59.6 26.4 12 23.0 44.3 67.2 7 46.8 16
　沖　縄 17.7 64.5 17.3 47 27.4 26.8 54.2 42 40.7 47

















加率を示している。また，図 4，図 5，図 6 では，それぞれ 1980-90 年，1990-2000 年，2000-2010
年の地域別人口増加動向（労働年齢人口と総人口の増加率）と経済成長動向（GRDP と
PGRDP の成長率）を同時に示している。表６および図 4~図 6 からは，次のことが確認で
きる。 
① 1980 年以降，日本各都道府県の人口増加率がどこも低くなっているため，各時期の




② 3 つのサブ期間を分けてみると，1980~90 年の 10 年間と比べ，1990~2000 年と









易に判別できるが，1980~90 年と 2000~2010 年に，こうした正相関関係が依然存在し

















表 6 地域別・時期別 GRDP（県内総生産）と PGRDP（一人当たり県内総生産） 
の増加率（％） 
 
出所：内閣府『県民経済計算（昭和 50 年度- 平成 11 年度）』（68SNA，平成 2 年基準）





図 4 1980-90 年都道府県別経済成長と人口増加の動向（年平均成長率，％） 
 
出所：表 3，表 5，表 6 により作成。 
 
図 5 1990-2000 年都道府県別経済成長と人口増加の動向（年平均成長率，％） 
 
出所：表 3，表 5，表 6 により作成。 
 
図 6 2000-2010 年都道府県別経済成長と人口増加の動向（年平均成長率，％） 
 

























地域 j の産業 i の集積係数 Aijは次のように計算されている。 
Aij ＝ (Yij/Yj) / (Y iN / YN)        （1） 
  ただし，Yij と Y iN  はそれぞれ地域 j と日本全国の産業 i の生産額で，Yjと YN 
はそれぞれ地域 j と日本全国の総生産である。 
以上の考えの下で，実証分析で用いられたモデルは次のように構築されている。 
 
gỹi ＝ a + [b1 × gr SCOLi + b2 × sk GRDPi + b3 × grAGRi + b4 × grMMFi + b5 × grTICTi] 
+[c1 × PGRDP1i ]+ [ c2×SLi + c3×grLi + c4 × grPOPi + c5 × gr014i + c6 × gr1564i  
+c7 × gr65i] + [d1 × D1980s + d2 × D1990s + d3 × D2000s ]+ Ɛi          （2） 
 
ただし， 
















grPOP : 地域の総人口の伸び率（当該期間） 
gr014：地域の 0～14 歳年少人口の伸び率 （当該期間） 
gr1564：地域の 15～64 歳の労働年齢人口（年齢構造上の生産人口）の伸び率  
（当該期間） 














































表 8 1980～1990 年の地域別諸変数の数値 （単位：%） 
 
出所：内閣府『県民経済計算（昭和 50 年度- 平成 11 年度）』（68SNA，平成 2 年基準）よ










表 9 1990～2000 年の地域別諸変数の数値（単位：%） 
 
出所：内閣府『県民経済計算（平成 2 年度 - 平成 15 年度）』（93SNA，平成 7 年基準計数）










表 10 2000～2010 年の地域別諸変数の数値（単位：%） 
 
出所：内閣府『県民経済計算（平成 13 年度-平成 22 年度（93SNA，平成 17 年基準））より










表 11 全期間 の諸変数に関する基本統計値（1980～2010 年） 
 
出所：内閣府『県民経済計算（昭和 50 年度 - 平成 11 年度）』（68SNA，平成 2 年基準），
『県民経済計算（平成 2 年度 - 平成 15 年度）』（93SNA，平成 7 年基準計数），『県民経
済計算（平成 13 年度-平成 22 年度（93SNA，平成 17 年基準））より計算。GRDP（域内
総生産）の数値は，2005 年価格（平成 17 年価格）で調整・統一された。 
 









Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max
grGRDP 141 1.84 1.33 -0.68 5.61
PGRDP1 141 3.01 0.76 1.71 7.37
skGRDP 141 0.14 0.02 0.09 0.20
grSCOL 141 28.91 11.02 -0.85 54.24
grAGR 141 1.01 0.17 0.48 1.69
grMMF 141 1.24 0.43 0.27 3.26
grTICT 141 0.94 0.15 0.63 1.72
SL 141 38.54 4.14 26.66 47.70
grL 141 0.67 0.96 -1.38 3.65
grPOP 141 0.12 0.47 -0.95 1.68
gr014 141 -1.71 0.62 -3.21 0.39
gr1564 141 -0.12 0.76 -1.52 2.54
gr65 141 3.11 0.92 0.91 5.29
D1980s 141 0.33 0.47 0 1
D1990s 141 0.33 0.47 0 1
D2000s 141 0.33 0.47 0 1
PGRDP1 grSCOL skGRDP grAGR grMMF grTICT SL grL grPOP gr014 gr1564 gr65
PGRDP1 1
grSCOL -0.163 1
skGRDP -0.6391 0.2283 1
grAGR 0.0155 -0.1354 0.0239 1
grMMF -0.1264 0.0428 -0.014 -0.1138 1
grTICT -0.0227 0.0352 0.314 0.4037 -0.3041 1
SL 0.7327 -0.0488 -0.5981 -0.1305 -0.0903 -0.1787 1
grL -0.4682 0.2687 0.5642 -0.112 -0.2262 0.4585 -0.4744 1
grPOP -0.1319 0.1048 0.2178 -0.0415 -0.3396 0.469 -0.132 0.8264 1
gr014 0.2844 -0.2438 -0.1702 0.1856 -0.2415 0.051 0.2467 -0.0593 0.3092 1
gr1564 -0.3065 0.1455 0.4416 -0.0597 -0.27 0.4885 -0.3354 0.9238 0.9283 0.0334 1
gr65 -0.1119 0.2196 0.0033 0.0888 -0.2986 0.4876 0.0348 0.5391 0.6876 0.028 0.5741 1
22 
 




表 13 には，6 つのモデルの分析結果が示されており，各モデルの説明変数は次の通りで
ある。 
モデル 1 では，地域の生産性に直接的に影響すると考えられる 3 つの変数（各時期最初
年の 1 人当たり地域総生産（PGRDP），地域の雇用者に占める大卒者割合の伸び率，GRDP
に対する地域民間設備投資比率）及び 3 つの年代ダミー変数（D1980s, D1990s, D2000s）が
説明変数となっている。 
モデル 2 では，モデル 1 における 6 つの変数とともに，地域の生産性に影響すると考えら
れる地域の産業集積の動向を示す 3 つの変数（地域の農業集積係数の伸び率，機械類製造
業集積係数の伸び率，運輸通信業の集積係数の伸び率）も説明変数として加えている。 
説明変数 モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5 モデル6
各時期最初年1人当たりGRDP -2.5654 -2.1720 -2.1678 -2.3665 -2.2606 -2.4271
(-9.74***) (-7.68***) (-7.77***) (-8.79***) (-7.35***) (-8.43***)
雇用者に占める大卒者割合の伸び率 -0.0116 -0.0144 -0.0046 -0.0081 -0.0078 -0.0034
 （当該期間） (-0.66) (-0.86) (-0.27) (-0.52) (-0.43) (-0.21)
GRDPに対する民間設備投資比率 -0.6943 -0.4632 -1.4228 -3.6011 -0.6415 -3.5436
 （当該期間平均値） (-0.15) (-0.10) (-0.33) (-0.86) (-0.14) (-0.83)
農業集積係数の伸び率 -1.4615 -1.0773 -1.0835 -1.0858 -0.8972
 （当該期間） (-3.90***) (-2.69***) (-3.01***) (-2.63***) (-2.39**)
機械類製造業集積係数の伸び率 0.0475 0.0262 0.0424 0.0332 -0.0157
 （当該期間） (0.37) (0.21) (0.35) (0.25) (-0.13)
運輸通信業の集積係数の伸び率 0.4985 0.1862 -0.4046 0.3126 -0.3150
 （当該期間） 0.94) (0.35) (-0.75) (0.54) (-0.56)
総人口に占める労働人口 0.0110 0.0136 0.0135 0.0303
 （当該期間最初年） (0.21) (0.29) (025) (0.64)
労働人口の伸び率 0.3268 0.2983








 （当該期間） (-0.82) (0.92)
D1980s -0.0985 0.3444 -0.3549 -0.4297 -0.1711 -1.2375
(-0.19) (0.63) (-0.57) (-0.75) (-0.25) (-1.75*)
D1990s -1.0014 -0.9174 -1.2211 -1.2359 -0.9797 -1.7229
(-4.54***) (-3.72***) (-4.45***) (-5.01***) (-2.22**) (-3.74**)
D2000s
(omitted) (omitted) (omitted) (omitted) (omitted) (omitted)
定数項 10.3779 10.0150 9.4804 11.0270 10.0149 10.3705
(8.44***) (8.70***) (4.03***) (5.52***) (3.75***) (4.59***)
Obs.(標本数） 141 141 141 141 141 141
R
2
:  within 0.8917 0.9095 0.9152 0.9246 0.9159 0.9270
R
2
:between 0.0001 0.0037 0.0048 0.0028 0.0056 0.0014
R
2




モデル 3 では，モデル 2 における 9 つの変数とともに，域内総生産の伸びに直接的に影
響すると考えられる労働投入に関する 2 つの変数（最初年の地域総人口に占める労働人口
の割合，地域の労働人口の伸び率）を説明変数として加えている。 
モデル 4 では，モデル 3 における 11 の変数の内，地域の労働人口伸び率の代わり，地域




モデル 5 では，モデル 3 における 11 の変数に加え，「0～14 歳の年少人口の増加率」と
「65 歳以上高齢人口の増加率」を説明変数として入れている。この両変数は地域の人口構
造を反映する補足的な変数である。 






































































る少子化の影響で，全国の労働年齢人口の年平均増加率が 1950~80 年の 1.56％から
0.09%へと大きく下落した。地方圏から三大都市圏への若年人口の純転入規模もか































な要因の一つとなっているので，2003 年 7 月 23 日，超党派の国会議員により『少子化社
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たり所得で，右辺のY / Lは労働生産性，L / Pは総人口に占める労働力のシェアとなってい
る。（1）式に両辺で対数を取り，時間で微分すると，次式が導かれる。 







/ L)は, 次の（3）式で計算される。 
g(Y / L) = 1/ (tk-t0) [ ln(Y / L)*/ ln(Y / L) t0] = c(ln(Y / L)* - ln(Y / L) t0)      (3) 
ここで，cは正の定数（時期の長さ(tk-t0)の逆数）である。g(Y / L)は労働生産性の成長率，(Y 







ている（Barro, 1997; Barro and Sala-i-Martin, 1995）。これを数式で表すと，次の式となる。 
cln(Y / L)* =  a + bX        (4) 
（3）,（4）式より，次の式が導かれる。 




gỹ = a + bX - cln(Y / L)t0 + gL- gP   
 ln(Y / L)t0  を（ln(Y/P)t0－ ln(L/P)t0 に分解すると，次の式になる。 




































































韓国 2000 2018 2026 18 8 
アメリカ 1942 2014 2032 72 18 
日本 1970 1994 2005 24 11 
ドイツ 1929 1975 2028 46 53 
フランス 1864 1979 2018 115 39 
（出所）金ジュヨン・ジョジンファン（2012） 


























































































(65歳以上) 割合 ランク 割合 ランク 割合 ランク 
Australia 18.7  9  66.6  15  14.7  23  
Austria 14.4  28  67.4  11  18.2  9  
Belgium 17.1  16  65.1  27  17.8  13  
Canada 16.4  19  68.4  7  15.2  21  
Chile 14.7  25  68.6  6  16.7  19  
Czech Republic 21.5  4  68.7  5  9.8  32  
Denmark 17.8  12  65.4  25  18.1  10  
Estonia 16.0  20  66.9  13  17.1  16  
Finland 16.4  18  64.8  29  18.8  6  
France 18.3  10  63.7  31  18.0  11  
Germany 12.9  33  66.0  21  21.1  3  
Greece 14.2  31  66.1  20  19.7  5  
Hungary 14.9  24  67.8  8  17.3  15  
Iceland 20.7  6  66.4  17  12.9  28  
Ireland 20.9  5  66.3  18  12.7  29  
Israel 28.1  2  61.2  34  10.7  31  
Italy 13.9  32  64.6  30  21.5  2  
Japan 12.8  34  62.1  33  25.1  1  
Korea 14.7  26  73.1  1  12.2  30  
Luxembourg 17.3  14  67.6  10  15.1  22  
Mexico 28.4  1  65.1  28  6.5  34  
Netherlands 17.1  15  65.8  23  17.0  17  
New Zealand 19.6  7  66.0  22  14.4  25  
Norway 18.1  11  65.7  24  16.2  20  
Poland 15.0  22  70.3  3  14.6  24  
Portugal 14.9  23  66.3  19  18.7  7  
Slovak Republic 14.6  27  71.7  2  13.7  27  
Slovenia 14.4  29  68.7  4  16.9  18  
Spain 15.4  21  66.7  14  17.9  12  
Sweden 16.5  17  63.6  32  19.9  4  
Switzerland 14.4  30  67.2  12  18.5  8  
Turkey 24.7  3  67.7  9  7.6  33  
United Kingdom 17.4  13  65.1  26  17.5  14  
USA 19.5  8  66.4  16  14.1  26  
 OECD 17.4   - 66.6  -  16.1  -  





























図1 OECD主要国の人口増加率比較 （単位：％） 
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 図2 OECD諸国の合計特殊出産率による類型（2006～2010年） 単位：人（TFR） 
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 図4 OECD主要国の高齢化率比較 （単位：％） 
 










図5 高齢化率の進行速度（OECD上位10カ国）                    
                                                           単位：倍 
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                             単位：％ 
 
年少人口 生産年齢人口 高齢人口 
割合 ランク 割合 ランク 割合 ランク 
ソウル 13.1 15 76.6 1 10.4 11 
釜山 12.8 16 74.7 4 12.6 9 
大邱 14.9 12 74.2 6 11 10 
仁川 15.5 7 75.2 3 9.3 14 
光州 17.1 2 73.2 8 9.7 12 
大田 16.2 5 74.5 5 9.3 15 
蔚山 16.7 4 75.8 2 7.5 16 
京畿 16.8 3 73.9 7 9.3 13 
江原 14.6 13 69.4 11 16.1 4 
忠北 15.4 9 70.5 10 14.2 6 
忠南 15.4 8 69 13 15.7 5 
全北 15.3 10 67.7 15 17.1 3 
全南 14.9 11 64.2 16 21 1 
慶北 14 14 69 12 17.1 2 
慶南 16 6 71.1 9 12.9 8 
濟州 17.9 1 68.7 14 13.5 7 
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表4 合計特殊出産率の地域間比較（2009～2013年）       単位：人 
 
2009 2010 2011 2012 2013 
TFR ランク TFR ランク TFR ランク TFR ランク TFR ランク 
ソウル 0.92 15 1.02 16 1.01 16 1.06 16 0.97 16 
釜山 0.88 16 1.05 15 1.08 15 1.14 15 1.05 15 
大邱 1.00 14 1.11 14 1.15 14 1.22 14 1.13 14 
仁川 1.07 13 1.21 12 1.23 13 1.30 12 1.20 12 
光州 1.10 12 1.22 11 1.23 12 1.30 13 1.17 13 
大田 1.10 11 1.21 13 1.26 11 1.32 11 1.23 10 
蔚山 1.18 6 1.37 8 1.39 8 1.48 7 1.39 4 
京畿 1.17 9 1.31 10 1.31 10 1.36 10 1.23 11 
江原 1.18 7 1.31 9 1.34 9 1.37 9 1.25 9 
忠北 1.19 4 1.40 5 1.43 6 1.49 6 1.37 7 
忠南 1.26 3 1.48 2 1.50 2 1.57 3 1.44 2 
全北 1.18 8 1.37 7 1.41 7 1.44 8 1.32 8 
全南 1.28 2 1.54 1 1.57 1 1.64 1 1.52 1 
慶北 1.17 10 1.38 6 1.43 5 1.49 5 1.38 5 
慶南 1.18 5 1.41 4 1.45 4 1.50 4 1.37 6 













図8 高齢化率の地域間比較（2013年）        単位：％ 
 
    （出所）統計庁，推計人口統計に基づき作成。 
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       （出所）統計庁，推計人口統計に基づき作成。 



















 3.7  
 4.1  
 2.2  
 3.1  
 6.0  













ソウル 釜山 大邱 仁川 光州 大田 蔚山 京畿 江原 忠北 忠南 全北 全南 慶北 慶南 濟州 
51 
 








図12 老年扶養比の地域間比較     （単位：人/生産人口100人当たり）
 
（出所）統計庁，推計人口統計をもとに作成。  
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 ∙  
𝐿𝑖𝑡
𝑊𝑃𝑖𝑡
 ∙  
𝑊𝑃𝑖𝑡
𝑇𝑃𝑖𝑡
                    （式1） 
𝑇𝑃𝑖𝑡：総人口，𝑊𝑃𝑖𝑡：生産年齢人口，𝐿𝑡𝑝：就業者数，𝐺𝑅𝐷𝑃𝑖𝑡：地域の実質付加価値額を
意味する。したがって，（𝐺𝑅𝐷𝑃𝑖𝑡 𝑇𝑃𝑖𝑡⁄ ）：一人当たり所得（付加価値またはGRDP），




                                           
4 Bloom，Canning and Malaney（1999），“Demographic Change and Economic Growth in Asia”"，C
ID working paper，No.15の10pを参照。 
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5.0 3.2 0.0 0.9 1.8 2.7 0.5 1.5 0.2 2.2 
釜山 
4.8 3.4 0.0 2.0 1.5 3.6 -0.2 1.2 0.2 1.2 
大邱 
3.8 2.2 0.1 0.8 1.3 2.2 0.0 1.4 0.1 1.5 
仁川 
3.5 2.0 -0.1 1.2 1.0 2.1 -0.1 1.2 0.3 1.4 
光州 
3.2 1.4 0.1 0.8 0.3 1.3 0.2 1.7 0.1 1.9 
大田 
2.7 1.0 0.0 0.8 0.3 1.1 -0.1 1.4 0.2 1.6 
蔚山 
2.9 1.4 0.2 0.8 0.6 1.6 -0.2 1.2 0.3 1.3 
京畿 
4.7 3.5 1.2 2.0 0.4 3.6 -0.1 1.0 0.3 1.1 
江原 
4.7 3.2 1.8 0.8 0.6 3.1 0.1 1.3 0.2 1.6 
忠北 
6.2 5.1 2.7 0.7 0.6 3.9 1.1 0.8 0.2 2.2 
忠南 
8.1 6.5 2.8 1.0 0.8 4.7 1.8 1.4 0.1 3.3 
全北 
5.8 4.7 3.6 0.4 0.7 4.7 0.1 0.9 0.1 1.1 
全南 
7.3 5.9 3.5 0.4 1.0 5.0 0.9 1.5 -0.1 2.2 
慶北 
6.5 5.6 2.8 0.7 0.7 4.1 1.4 0.7 0.2 2.3 
慶南 
5.3 4.2 2.2 1.1 0.6 3.9 0.3 0.8 0.2 1.3 
濟州 
4.8 3.4 2.1 0.1 0.9 3.2 0.3 1.2 0.1 1.6 
（出所）著者の計算より。 











  ＜図13＞ 一人当たりの所得と実際労働生産性  ＜図14＞ 一人当たりの所得と労働
純効果                          単位：％                  単位：％















＜図15＞ 一人当たりの所得と労働投入比率 ＜図16＞ 一人当たり所得と人口構造の変
化率                                単位：％                   単位：％ 
    
注：＜図15＞のx軸は一人当たり所得の伸び率，y軸は労働投入比率の変化率であり，＜図
16＞のx軸は一人当たり所得の伸び率，y軸は人口構造の変化率を示す。 
























































] = 𝛼𝑙𝑛 [
𝑌∗
𝑌𝑡𝑜
]             (式6) 
                                           
5 Bloom and Williamson（1997） ,「Demographic Transitions and Economic Miracles in Emer
ging Asia」，NBER working paper6268，p11〜p12; Bloom，Canning and Malaney（1999） , 








って，ここではBloom et al.（1999）などが主張したように，一人当たり所得（GRDP/ TP）
を人口構造に（L/TP）に分解して（式7）が得られた。 
 












)               (式7) 
ただし，GRDP：域内総生産，TP：総人口，L： 就業者 
上の(式6)を，定常状態（𝑌∗ = 𝑋𝛽）や定常状態に達した場合の所得増加率 (𝑌𝑔 = 𝛼𝑙𝑛𝑌∗ −
𝛼𝑙𝑛𝑌𝑡0)に代入すると，推定式は（式8）のように導かれる。   
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𝑔 + 𝜀𝑖       (式8) 
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従属変数  : 一人当たり所得増加率 
推定(1) 推定(2) 推定(3) 推定(4) 
最初年度一人当たり GRDP 
-8.881 -7.115 -7.265 -7.448 
(0.549***) (0.778***) (0.727***) (0.756***) 
GRDP に対する有形資産年末残高
の割合  
1.819 1.512 1.868 1.706 
(0.475***) (0.489***) (0.480***) (0.495***) 
生産年齢人口に対する大卒者割合
の伸び率 
0.293 0.205 0.212 0.207 
(0.089***) (0.091**) (0.081**) (0.085**) 
GRDP に対する R&D 支出の割合 
0.999 0.589 0.628 0.767 
(0.343***) (0.352*) (0.308**) (0.319**) 
総就業者に対する専門職の割合 
6.314 5.467 5.987 5.869 
(0.649***) (0.660***) (0.593***) (0.619***) 
集積水準（1）（農業伸び率） 
_ -0.019 -0.018 -0.015 
 
-0.013 -0.012 -0.012 
集積水準（2）(加工組立型伸び
率） 
_ 0.052 0.049 0.047 
 
(0.024**) (0.013***) (0.013***) 
集積水準（3）(知識基盤サービス
伸び率） 
_ 0.108 0.071 0.076 
 














_ _ _ 1.444 
   
(0.475***) 
総人口伸び率 




14.966 11.582 -117.473 -86.52 
(1.308***) (1.718***) (35.064***) (32.929**) 
Obs. 75 75 75 75 
within R
2
 0.8869 0.9077 0.9319 0.9262 
between R
2
 0.0701 0.0616 0.2203 0.1671 
overall R
2
 0.0784 0.1495 0.0431 0.0626 







従属変数  : 一人当たり所得増加率 
推定(5) 推定(6) 推定(7) 推定(8) 
最初年度一人当たり GRDP 
-7.172 -8.721 -8.39 -8.279 
(0.710***) (0.684***) (0.617***) (0.751***) 
GRDP に対する有形資産年末残高の
割合  
1.882 1.517 1.733 2.236 
(0.477***) (0.511***) (0.471***) (0.486***) 
生産年齢人口に対する大卒者割合の
伸び率 
0.225 0.191 0.213 0.278 
(0.078***) (0.092**) (0.078***) (0.085***) 
GRDP に対する R&D 支出の割合 
0.667 0.639 0.595 0.965 
(0.301**) (0.330*) (0.302**) (0.332***) 
総就業者に対する専門職の割合 
5.875 6.252 6.333 6.334 
(0.566***) (0.619***) (0.567***) (0.639***) 
集積水準（1）（農業伸び率） 
-0.018 -0.024 -0.013 _ 
-0.012 (0.013*) -0.012   
集積水準（2）(加工組立型伸び率） 
0.049 0.039 0.042 _ 
(0.013***) (0.014**) (0.013***)   
集積水準（3）(知識基盤サービス伸
び率） 
0.084 0.004 0.02 _ 
(0.030***) -0.041 -0.03   
総人口に対する生産年齢人口の割合
（最初年度） 
27.582 18.577 24.094 16.312 
(7.137***) (7.129**) (6.574***) (7.471**) 
生産可能伸び率―総人口伸び率（差
異） 
1.908 _ _ 1.526 
(0.512***)     (0.573***) 
生産年齢人口伸び率―高齢人口伸び
率（差異） 
_ 0.246 _ _ 
  (0.121**)     
生産年齢人口伸び率―従属人口伸び
率（差異） 
_ _ 0.35 _ 
    (0.093***)   
定数項 
-106.096 -63.07 -88.693 -55.455 
(30.46***) (29.37**) (27.59***) (31.57*) 
Obs. 75 75 75 75 
within R
2
 0.9312 0.9186 0.9314 0.9013 
between R
2
 0.2044 0.0913 0.1525 0.1572 
overall R
2
 0.0513 0.0703 0.0537 0.0493 
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１． はじめに  
 
中国は，過去 30 数年間に年平均 10％近い GDP 成長率を達成し，2010 年以降世界第二の
経済大国に躍進したと同時に，人口構造の少子高齢化も急速に進行している。2001 年ごろ




















2. 中国における少子高齢化の実態  
 
2.1 少子高齢化の推移 















して，人口少子化の進行状況（水準）を表す。中国人口の年齢構造の変化は，図 1 と表 1
に示されている。 
図 1 と表 1 から見られるように，中華人民共和国建国（1949 年）後の 1953 年に，中国の




人口の高齢化について見ると，1982 年と 1995 年の高齢化率はそれぞれ 4.9％と 6.2％へ上
昇し，大体日本の 1950 年と 1965 年の水準（4.9％と 6.3％）に相当する。これを見る限り，
中国の人口高齢化は日本よりおよそ 30 年遅くなっている。一方，少子化を表す年少人口率
は，高齢化率と逆の方向に変動し，1982 年と 1995 年の年少人口率がそれぞれ 33.59％と
26.60％へ低下した。 




率と年少人口率はそれぞれ 9.7％と 16.4％になり，少子高齢化の深刻度は一層増大している。 
 

























若年型 40％以上 4％未満 20％未満 
成年型 30-40％ 4-7％ 20-30％ 
老年型 30％未満 7％以上 30％以上 
        
 
表 2  中国人口の年齢構造の変化 
年次 0-14 歳 15-64 歳 65 歳以上 老年化指数 
1953 36.3 59.3 4.4 12.12 
1964 40.7 55.7 3.6 8.85 
1982 33.59 61.50 4.91 14.62 
1987 28.68 65.86 5.40 19.04 
1990 27.69 66.74 5.57 20.12 
1995 26.60  67.20  6.20  23.31  
1996 26.39  67.20  6.41  24.24  
1997 25.96  67.50  6.54  25.19  
1998 25.70  67.60  6.70  26.07  
1999 25.40  67.70  6.90  27.16  
2000 22.89  70.10  6.96  30.40  
2001 22.50  70.40  7.10  31.56  
2005 20.30  72.00  7.70  37.94  
2010 16.60  74.53  8.87  53.43  








2001 年までのわずか約 36 年間をかけて「老年型国家」となった。欧米や日本など
の先進諸国と比べ，高齢化の開始は遅れたが，その進行スピードはかなり速いと言
える。表 3 に示すように，人口高齢化率が 7％を超えてからその倍にあたる 14％に
達するまでにかかった年数（倍化年数）を見ると，日本と韓国の場合はわずか 24
年と 18 年であるが，欧米諸国はほとんど日本・韓国の 2 倍以上の年数かかった。一
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方，中国は約 26 年であり，同じ東アジアにある日本と韓国の倍化年数に近い。  
 





フランス 1864 1978 114 
オーストラリア 1939 2012 73 
アメリカ 1942 2014 72 
オランダ 1940 2005 65 
ドイツ 1932 1972 40 
日本 1970 1994 24 
韓国 1999 2018 19 
中国 2001 2027 26 
資料：国立社会保障・人口問題研究所，「人口資料集 2014」 
  






5 年，2010 年～2013 年の期間は 3 年である。 
 
さらに考察すると，表 4 に示すように，日本と同様，中国の人口高齢化はその速度が速
いだけでなく，徐々に加速していることがわかる。 日本人口の高齢化率は 1940 年の 4.8％
 84 
 
から 9.6％（1982 年頃）へ倍増したまでの所要期間は 40 年余りで，1970 年の 7.1％から 1994
年の 14.1％へ倍増したまでの所要期間は約 24 年となり，前の倍増期間より約 16 年短くな
った。一方，中国の場合，高齢化率が 1964 年の 3.5％から 7.10％（2001 年）へ倍増したま
での所要期間は 37 年であり，1982 年の 4.9％から 2013 年の 9.7％への倍増期間は 31 年とな
り，前の倍増期間より約 6 年短くなった。また，人口の高齢化速度を見ると（表 4），日本
と同じ，中国も総じて次第に速くなる。たとえば，1980 年代に人口高齢化の速度は 2％を





しつつある。1982 年に，中国の高齢人口規模は約 5000 万人で，日本の 2005 年の規模（2567
万人）の 2 倍程度であったが，2012 年になると，中国の高齢人口規模は 1.27 億人へ増大し，
日本の 2012 年の高齢人口（3085 万人）の 4 倍あるいは総人口（1.28 億人）の規模に相当し
ている。 
また，図 3 に示す中国の高齢人口の増加動向を見ると，1964～1982 年の間に 1 年あたり
平均増加数は 191.06万人であり，1982～1990年の間に同平均増加数は 254.13万人となった。
さらに，1990～2000 年と 2010～2010 年の間には，1 年あたり平均増加数はそれぞれ 330 万
人と 476.10 万人になり，明らかに加速するようになっている。 
 






 図 3 中国の高齢人口の 1 年あたり増加数（万人）







高齢化の概念を参考として，ここでは 80 歳以上の超高齢人口の 65 歳以上の高齢人口に占
める割合（超高齢化率）が増大することを人口の超高齢化と呼ぶこととする。 
図 4 に示すように，65 歳以上の高齢人口と 80 歳以上の超高齢人口の規模を見ると，1964
～1982 年の 18 年間に，両者がそれぞれ 1 倍と 1.79 倍増加し，2000～2010 年の 10 年間にそ










図 4 中国人口の高齢化と超高齢化の進行 
 





表 2 と図 5 からは，中国の少子化の特徴がわかる。50 年間の人口の年齢構造の変化を見
ると，年少人口率は 1964 年の 40.7％から 2013 年の 16.4％へと 24.3 ポイントも低下し，高
齢化率の上昇幅（6.1 ポイント）の約 4 倍となっている。スピードをみると，21 世紀に入っ













図 5 中国の年少人口率，高齢化率，および老年化指数の推移 
 








国は１人当たり GDP が 2000 ドル以上に達したとき，高齢化社会に入ったのである。欧米
諸国より遅れて先進国になった日本の場合，高齢化率が 7％を超え高齢化社会に入った 1970
年に，１人当たり GDP は 1964 ドルに達した。このような経済発展と高齢化の状況は，「先
富後老」と言われている。一方，中国は，全体として今までもまだ経済発展が遅れている




















データを用いて計算した 2000 年の上海の人口高齢化率は，それぞれ 14.46％と 11.98％であ
り，両者の間には約 2.5 ポイントの差が存在している。 
上海の例からみられるように，もし常住人口に基づいて高齢化率を計算すれば，多くの
若い農村人口が都市部に常住しているため，一般的に都市部の高齢化率は低くなるが，農


















図 7 中国人口高齢化の地域格差 
 























まず出生率の低下である。図 8 における出生率の推移を見ると，1950 年代前半までの長期
間においてずっと 35‰以上の高水準が維持されたが，それからは長期的な低下トレンドに
入った。即ち，中国において，人口転換の核心としての出生力転換は新中国建国（1949 年）
以降の 1950 年代半ばからスタートしたと言える（王桂新，2001a）。 
  























































































資料：国家統計局：『中国統計年鑑』（2000 年版，2013 年版）；「国民経済和社会発展統計 







生率も 1957 年の 34.0‰から急落し，1961 年になると，18.0‰へとほぼ半減した。それ以降，
経済政策の調整と経済の回復によって，国民の生活水準と栄養水準が当時の正常レベルに









らに 21 世紀に入ってからは 12‰前後の低水準で安定している。出生率の低下による直接な
結果は少子化であるので，中国は経済発展の早い段階に少子高齢化を迎えたのである。 
 























































































増加の状態にあった。高い幼児死亡率のため，1840 年から 1947 年までの 107 年の間にわず
か 4278 万人増加し，年平均増加率は 0.92‰であった。しかし，中国の死亡率は，1960 年前
後の急激な変化を経験した後，1960 年代前半の約 10‰から徐々に低下し，1970 年代末から
約 7‰へとかなり安定している。特に 21 世紀に入ってから，0～1 歳の幼児死亡率は著しく





歳，女性 40.8 歳であったが，1970 年に男女とも 60 歳を越えた。2010 年になると男 72.4 歳，
女 77.4 歳へとさらに伸長した。平均所得水準の最も高い上海の場合，2013 年に人口の平均
寿命は 82.47 歳となっており，「長寿の国」日本の平均寿命水準に近づいている。 
 
表 5  中国人口の平均寿命（歳） 
年次 合計 男性 女性 
1953 40.3 39.8 40.8 
1955 44.6 43.8 45.5 
1960 24.6 24.3 25.3 
1965 57.8 56.3 59.3 
1970 61.4 60.3 62.5 
1975 63.8 62.7 64.8 
1980 64.9 64.4 65.3 
1982 67.8 66.3 69.7 
1985 69.0 67.0 71.0 
1990 68.6 66.8 70.5 
1996 70.8 68.7 73.0 
2000 71.4 69.6 73.3 
2005 73.0 71.0 74.0 
2010 74.8 72.4 77.4 















と出産年齢も延長させている。表 6 に示すように，中国における女性の平均初婚年齢は 1971
年の 20.32 歳から，1995 年の 22.85 歳へ，そして 2010 年の 23.89 歳へと徐々に上昇してい
る。また女性の初産年齢も明らかに上がっている。上海の場合，2000 年に女性の初婚年齢




表 6  中国の女性人口の初婚年齢と初育年齢（歳）の変化 
 1971 1975 1980 1985 1987 1989 1990 1995 2000 2005 2010 
初婚 20.32 21.86 23.03 21.77 21.90 22.0 22.02 22.85 23.17 23.47 23.89 
初育 21.97 22.91 24.44 23.17 23.04 23.42 - - - - - 
資料：国家統計局より。 

































図 10  長三角（長江デルタ）と珠三角（珠江デルタ）地域の流入人口の主な流出地 
  
 





表 7  長三角（長江デルタ）地域と珠三角（珠江デルタ）地域の男女別年齢構造(%) 
 



































府の主管省）の当初の予測では，「単独 2 子」という新政策を実施すると 2014 年に全国で
約 200 万人多く生まれると期待されていたが，実際にこの政策の適用条件を満たす「単独
夫婦」の内，二人目の子供の出産申請を提出した夫婦は 106.9 万組にとどまっている。出産
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